
〔問〕

昭和 46年度 (問題)

1， 2， 3 (アまたはイのいずれか一つを選択)または 4， 5， 6のいずれか一方の組を選

んで解答するとと。

1. 現行配当方式VC:J:，"'"ける問題点を，公平性という立場から列挙し，論述せよ。

2. 小額既契約K対し，どのようま取 b扱いが望ましいか，意見を述べよ。

3. (力 分離勘定制度導入の可否Kついて意見を述べよ。

同 農協共済の保障機能と金融機能の特質を述べよ。

4. 今回，厚生年金基金積立金陀よる財投協力割合Kついて改訂が行左われたが，その改訂内容

左らびKとれカ年金基金K及ぼす影響陀ついて述べよ。

5. 私的年金Kスライド制を導入する場合の方策左らびに財源の調達Kついて所見を述べよ。

6. 厚生年金基金Kなける再言噂時と同時陀行左われる財政決算と再計算の取り扱いが 45年度

K再計算をする基金から改正K左った。これKついて知るところを記し，また，再計算時以外

の年度の財政決算のあり方について所見を述べよ。
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昭和 46年度 (解答例)

悶己当方式K関する純理論と実際とでは若干のギャップがあれそのため公平性という見地か

ら払守題点もあると思材工る。以下の解答は大き左問題点陀焦点を絞って論述したものであゐ」

生命保険会社/tLj:，--ける契約者配当は，保守的 K定められた概算保険料 K対する返済金という

性格を有している。従って，契約調己当が公平に計算されたか否かは，概算保険料と実際保険

料との差額(剰余金)がいか陀厳密K反映されたかという点で判定される。剰余金を分析し，

各契約K割り当てる際の厳密性が重視されるのである。配当方式VCAsse七 Share の考え

方を導入すべきだという論拠はととUてある。

しかし左がら現実の問題として，生命保険の大衆性という点からの簡明左配当方式の要請，

及び実際の事務面からの実用性という要請が強<，厳密性・公平性を多少犠牲1にした中間的在

方式地採用されているのである。

現行の 5要素式利源別配当方式は，保闘ヰの構成要素である危険保険料蓄積保険料叫び付

加保険料を計算基礎として;t，，， !J ，大局的Kは一応公平性が保たれているが個別の契約をとると

若干問題点があると思われる。とれらの問題点Kついてー論述する。

I 刺差配当

(i) 責準補間率 ~VC経過年数が考慮されてい左い。

現在刺差配当の言静:では 20年テルメ Jレ式責任準備金と純保険料式責任準備金とを補間

した値を使っているが，古い契約と新しい契約との聞の差違が配慮されてい左い。

たとえ会社が純保式責準を積んでいても，個々の契約を見ると，古い契約は純保式責準

以上の蓄積を持つはずであり，新しい契約は純保式責準以下の蓄積し地特ってbらず，合計

として純保式責準と在っているわけであるから，/eについても考慮する必要があると思わ

オ工る。

(jj) 月払は年払K比較し，不当左扱いを受けている。

月払の配当支払時点は，年払より遅〈保険年度の中央と在っている。

一方配当金計算K使われる責任準備金は，年払が保険年度末責任準備金を使っているの

K対して，月払では前年度末責任準備金との和半責任準備金を使っている。月払にあっ

ては，保険料が 12回K分割されているからであるが，配当支払時期が半年遅いのである

から，責任準備金は和半責任準備金よ b半年後の責任準備金，即ち保険年度末責任準備金

を使うのが妥当と考える。
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との問題は，事業年度決算K保険年度単位の配当方式を導入しているととから発生して

いるものであり，上記のよう左処置では本質的左解決にはなら左いとも言えるであろう。

E 費差配当

利源分析上では費差損を出しているにもかかわらず，費差配当は出しているというようV'L:，

存在そのものが問題含みである。

(j ) 経過年数の配慮がされていまい。

会社で使われる事業費の実態は，初年度では平準純保険料陀食い込むほど多額を消費し，

次年度以降は少額しか使わずに純保険料K食い込んだ分を償還するという形である。

とのよう左観点から，費差配当陀ついては古い契約K厚<，新しい契約K薄くして当然、

である。例えば，初年度契約，次年度以降チJレメノレ期間内契約台よびチノレメノレ期間後契約

K分離計算し，費差益の出てい左い初年度契約は費差配当左し，費差益の出ている次年度

以降テ Jレメノレ期間内契約なよびチノレメヘル期間後契約Kついては益K見合った費差配当をす

るというよう左方法があると思われる。

(ii ) 年払と月払では差が左い。

月払は 1/11x年払という料率を使っている。年間では約 1/11x年払だけ付加保険

料が余分K入ってくると考えられる。

一方，月払が年払よ b余分K使う費用は集金に関する費用だけだからそれほど大きく左

いから，差しヲ|き費差損益への貢献度は月払の方が大きいと予想される。

月払の費差配当は年払よ b大きくして初めて公平K在るというわけである。

(jjj) 高額契約への配慮、がまい。

E 死差配当

(j) 選が勤果が反映されてい左い。

(jj) 男女間の差が出てい左い。

(jjj) 配当方式の問題で左〈技術的左問題であるが，若年層と老年層の差金よび有診査と無診

査の差K関しでは経験死亡率を基K再検討の余地があると，思われる。

IV その他

現行配当方式では， 86条準備金，配当準備金のたまりのよう左内部留保財源は契約者還

元がし難いが，契約満了者対応分Kついては何らかの処置が必要と考えられる。

特K責任準備金の純保式達成後は，法人税との関連で内部留保の持ち方なよび契約者還元

の方式Kついて再考を要するであろう。
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2 

「次の解答例は小額既契約を大切比するという考えで書いたものである。とれとは全く逆K

'小額既契約は整理すべきであるという考えを基にした解答もあり得るであろう。 J

最近の解約は異常左までの著増傾向を示し，返戻金総額は初年度保険料陀匹敵するよう K左

るのでは左いかと心配されるほどK在っている。その原因の 1つが過当左新契約獲得競争によ

る乗換Kあるととは否めまいが，そとに既契約，特K小額既契約を軽視する思想、があるととは

重大問題である。

との小額既契約軽視の思想、の根拠は，契約維持コストが高<，小さ左契約の付加保険料では

賄い切れ左いというととであるO だから，どうせ赤字のもの左らば解約させたり払済・延長契

約K変更させた方が良いというわけである。

しかし，上記のよう左コストが高いという考え方Kは盲点があるよう K思われる。それは，

コストを平均費用と付加保険料との対比から見ているという点である。本来つのものK関

してコストを把握し，そのものに特Kアタジョンを起とそうとする場合は，限界費用と付加保

険料との対比Kよる限界コストを使うべきである。小額既契約Kついて言えば，その限界費用

は外務員K支払う集金手数料だけであろうから，どの小額契約Kついても限界利益が出ている

と予想される。言い換える左らば会社Kあって固定経費は，小額契約があってもなくてもかか

るから， ζのよう左契約を解約させることは，まずその契約の限界刻益を捨てさせ，更K残さ

れた契約の固定費率増をもたらすととK在るのである。解約は拙劣左方法と言えよう。

小額既契約を繰上満期にしようという意見もあるが，財源の問題もあるから更K拙劣在方法

と言えよう。

それでも筒保全経費が高過ぎる左らば，前納を勧奨するとか，銀行別用Kよる自動振替制度

を推進すると久満期までの保険料を貸付して配当で返させるというよう在方法でコストダウン

K努力すべきである。

小額既契約整理論のもう 1つの論拠は，保険金が実際問題として役K立たないというととが

言われるo とれは恒常的左インフレの影響Kよるものである。生命保険会社の立場からする左

らば契約者配当である程度はインフレの影響は柔らげているはずであるし，また契約者の払込

んでくる保険料も価値は下落しているわけであるが，契約者K還元きれない内部留保のある現

実を考える左らば，古い小額契約Kも何らかの形で報いる必要があるだろう O しかしとういう

性質のものは契約者配当という形で行なうべきで，との手当をして契約者の実質的負担を低減

させた上で，小額保険金をカバーするためKは新しい保険K追加加入，あるいは増額を勧める
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べきである。

向，小額契約の取り扱いKついては大局的左目をもって他への影響を充分考慮、し左ければ白な

ら左い。特K会社側から小額契約の整理等Kついてアクションを起とすことが，生命保険不信

の芽を育てる ζ とと左ら左いよう注意すべきであろう。小額契約とは言え，契約当初は普通の

大きさの金額であ!:J，また現在まで続いた優良契約であるoAsset Share を計算するま

でも左く，今日まで会社の発展を支えてきたととは明白である。小額契約について取b扱いを

検討する陀当って，上記の点K留意するよう重ねて強調したい。

3 (7) 

「次の解答例は分離勘定制度導入を可とする意見であるが，この制度の実現K際しては停訣

すべき問題も多いととから否とする意見もあり得ると思われる。」

現在の我国の生命保険医長いて分離勘定制度導入が叫ばれているのは，変額保険・変額年金

実現のためである。一定の利回りや一定の保険金を保証する現行の保険・年金と違い，変額保

険・変額年金は財産の運用・管理上一線を画する必要があるからであるが，その意味から分離

勘定制度導入の可否は変額保険・変額年金の実施の可否が前提と左らざるを得左い。

との変額保険・変額年金の実現は次の諸点から必要と考える。

(i) インフレへの対処策

クリーピング・インフレーションKよる保険金の実質価値の低下は生命保険の泣き所と在

っている。生命保険Kよる保障としては長期性は必須であるから，保険金の実質価値維持K

ついては，会社側も商品面で対処策を考える必要がある。

(jj) 資金吸収力の強化

生命保険商品の定期化傾向は市場を狭隆化させ，資金量の面で伸び悩みが予想される。ま

た，平均寿命の伸びとともに老後保障の必要性も高まっている。

一方，金融機関の同質化傾向が進むととが予想され，上記諸事情から商品を多様化するとと

Kよって資金吸収力を高め，金融機関としての地位向上を計る必要があるわけである。

(jij) 自由化への準備

外国生保の日本進出の際，当然エクィティ商品は販売商品として持ち込まれると考えられ

る。日本の生保もこれに備え，商品面・法規面・組織面で販売できるようにするととが急務

であろう。
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3 

上記諸理由から変額保険・変額年金の導入が必要と考えられるおその実現K際しては，ま

ず次の諸問題の解決を迫られる。

(i) 業法84・86・87条の適用除外，財産刑用方法制限の改正等，法規面の改正

(ii )販売体制・外務員教育の問題

(iii) 財産の運用能力等の問題

~v) 営業面での従来の商品・定額商品への影響

(v) 財務・餌里・営業を分離し、多額の初期投資をするとと K左るが，投資回収の見込なよび

採算見込

(vj) 分離勘定と一般勘定契約者間の公平性維持の問題

とれらの諸問題は非常に大き左問題ばかbであるが，分離勘定導入陀際しては解決は必須で

ある O とれらの困難を克服した上で初めて変額保険・年金を実現させるべきであって，一部で

あっても解決しない場合，例えば従来からの契約者の利益を犠牲Kしたり，またコスト面で採

算見込が立たない場合は，時の流れとして安易K妥協するとと左<.実現を断念すべきであろ

う。

分離勘定制度導入K当ってとの判断の基準はあくまでも，全契約者の真の刺益のためKはど

うすべきかというととであるととを強調したい。

(イ) (論点例〕

主として次の 4段階K分け，それぞれの触れた内容からみた保障と金融機能Kついて述べる0

1 農協共済事業の創設期

ライフアイゼンの主張と共済事業発端との関連Kふれる。

2. 創設期の事業種類

創設の主旨コからして，蓄積K重点を置いた事業種類(人と物 )Kふれる0

3. 共済思想の普及発展期

正味負担掛金，低剰資金還元，高率運用との関連Kついてふれる0

4. 昭和 50年代Kのぞむ農協共済

農協共済基本施策調査会答申，特に保障機能と金融機能の有機的左結合Kついてふれる。
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4. (論点例〕

財投協力割合まらびKその運用基準が次のと:jo..v改訂された

1 財投協力割合

7.基金が一設立された時から第 1回目の財政再計算期(基金設立後 36ヵ月与しkを経過し，

かっ3事業年度を経過する事業年度の末日を基準日とする財政再計算期をいう。)後 2事

業年度を経過するまでは厚生年金代行相当分の増力[額Kついては 3分の 1

イ.第 1回財政再計算期後2事業年度を経過した時から第 2回目の財政再言頂期(第 1回財

政再計算期後 5事業年度を経過する事業年度を経過するまでは厚生年金代行相当分の増加

額については 10分の 4

ウ.第 2回財政再言辞期後 2事業年度を魁畠した時以降は，厚生年金代行相当分の増加額K

ついては 2分の 1

2. 運用基準

7o 厚生年金代行相当分の3分の 1VC相当する金額陀ついては，財投対象機関が発行する新

規の政保債

イ.厚生年金代行相当分の 5分の 1をとえる金額Kついては，財投対象機関が発行する新規

の政保債以外の債券

ウ.ア，なよびイ ，VC運用された債券の償還金Kついては，上述の新発債の外，政保債以外

の既発債

3. 年金基金K及ぼす影響Kついて所見が述べられていること。

計算の前提の争き方Kよって結果は区々と在るが，基金の利廻vVC及ぼす検討がされてい

るとと。

5 (論点例〕

1 スライド制とは。

2. スライドの指標。

年金額の調整の基準と在る指標としての数値Kは，物価指数と賃金指数の 2つがある。年

金の実質価値を維持しようとすれば物価指数を，生活水準を反映しようとすれば賃金指数を

調整の指標Kすれば目的を達することができるであろう。

3. 年金財政への影響
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スライド制導入Kよって生ずる後発過去勤務債務の財源の調達をどのように処理するかが

議論の対象と在ろう。

， 4. 積立金の実質価値を維持する方法は左いか。

5. 以上の理由からスライド告i埠 入Kついての所見が述べられているとと。

6 (論点例〕

1. 再計算時と同時陀行左われる財政決算K沿いては，再言1算の責任準備金を基礎K決算書を

作成する。

改正前Kむいては，再計算前の旧掛金率K基づいて責任準備金が算出され，その結果決算上

の剰余，不足が生じていたが，改正後K沿いては上記の剰余や不足は，再言ー穫によって新し

い計算基礎率K基づいて算定された掛金率 K吸収され，新たに算定された責任準備金が決定

値とまるO

2. 別途積立金または繰越不足金は再計算自に処分する。

改正前陀沿いては，別途積立金の取り崩し，あるいは，繰越不足金の解消Kとも左う経理

処理は，代議員会の議決を得た自に行在うととK在っていたが，改正後K沿いては，再計賀.の

結果，別途積立金を取り崩す場合あるいは繰越不足金を解消する場合の経理処理は，再計算

日K遡及して行左うとと K左った。

3. 再計算結果の報告は，再計算日から 7カ月(45年度分は 8カ月)以内K厚生大臣へ提出

するととに左った。

改正前医長いては，同報告書の厚生大臣への提出時期は，再計算日から 9ヵ月以内と在っ

ていたものである。

4. 再計算時以外の年度陀辛子ける財政決算の意義，必要性等Kついて所見が述べられていると

と。
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